
 
 
 
 
 
 
 

公益社団法人日本都市計画学会 都市計画論文集 Vol.54 No.3 2019年 10月
Journal of the City Planning Institute of Japan, Vol.54 No.3, October, 2019

* 学生会員 東京大学大学院工学系研究科都市工学専攻 (The University of Tokyo)
**   正会員   東京大学大学院工学系研究科都市工学専攻 (The University of Tokyo) 
***  非会員   千葉大学予防医学センター (Chiba University) 
**** 非会員   東京大学大学院医学系研究科公共健康医学専攻 (The University of Tokyo) 

1. はじめに 

高齢化の進展に伴い，高齢者の社会参加の重要性が増し

ている．World Health Organization (WHO)1)を含む多くの行政

主体により，高齢者の社会活動を促進するための政策案が

練られている．高齢者の社会活動参加には，趣味・スポー

ツ，地域行事，ボランティア，就業など様々な種類がある
2)．特に，趣味クラブやスポーツグループ活動は介護予防へ

の効果も示されており(Kanamori et al., 2014)3)，公衆衛生や

行政など多様な分野から注目されている．さらに日本では

特に，高齢者の趣味やスポーツ活動に対する参加意欲は高

い一方で，実際の参加は比較的少ないことが指摘されてい

る 2)． 

高齢者が社会活動を行う場所として，自宅，公民館，ま

たは，サードプレイスが挙げられる (Berg et al., 2015)4)．サ

ードプレイスは自宅や職場から離れた，非公式な交流の場

である (Oldenburg and Brissett, 1982)5)．サードプレイスは公

共の施設に限らず，ショッピングモールなどの商業的な施

設も含める (Jeffres et al., 2009)6)．これらの施設は，社会的

交流の増進に寄与することが期待されている (Mouratidis, 

2018)7)．よって，高齢者の社会参加を促すためには，自宅の

近隣において，サードプレイスとして機能しうる施設の整

備が，一つの政策の鍵となり得る． 

一方，サードプレイス以外の外出先での出会いが社会参

加の契機になることも考えられる．国土交通省の調査 8)に

よると，高齢者は日用品の買い物や食事・社交・娯楽のた

めに外出することが多い．また，頻度は高くないものの，

加齢に伴い通院のために外出をする高齢者の割合が高くな

る 9)．このため，社交・娯楽以外で上位の外出目的となる

買い物，食事，通院にも着目する． 

高齢者はより自宅の近隣で時間を過ごす傾向がある．高

齢者の健康は，近隣におけるソーシャルキャピタル，特に

社会的交流と関連している．また，加齢に伴い歩行可能な

距離は減少する傾向にあり 8)，その歩行能力は外出頻度と

関連している (Fujita et al., 2006)10)．身体能力の低下，特に

歩行能力の低下のため，高齢者の外出および社会的交流の

範囲は比較的小さい．そのため，高齢社会において，近隣

の良好な近隣環境は特に重要である． 

高齢者が社会参加しやすい近隣環境を都市構造の観点か

ら考えると，近隣における都市施設 (近隣施設)の密度が重

要である．施設密度は，近隣の施設までの距離の近さだけ

ではなく，選択肢の多さにも関連する． 

近隣環境が高齢者の社会参加活動と関連があることは知

られている (Vaughan et al., 2016)11)．特に近隣施設に関して

も，食料品店や余暇施設，ショッピングセンター，レスト

ラン，カフェ，医療施設などへのアクセシビリティが高齢

者の社会参加活動と関連していることが明らかになってい

る (Levasseur et al., 201112); Richard et al., 200813); Richard et al., 

201314))．これらの研究は，都市施設へのアクセシビリティ

が高いほど，高齢者が社会参加しやすいことを示している．

しかし，施設までの距離が短すぎる場合，逆に社会参加し

にくくなる可能性もある．例えば，いわゆる下駄履きマン

ションのように，低階層に食料品店などの店舗がある場合，

買い物のための外出が参加の契機になるとは考えにくい．

しかし，既往研究では，このような施設までの距離が短す

ぎることの負の効果はあまり考慮されていない． 

一方，Hand and Howrey (2017)15)などの近隣環境と高齢者

の社会参加を分析した多くの研究は断面調査であり，社会

交流を好む人が活動しやすい近隣環境を好むのか，好まし

い近隣環境だと交流しやすくなるのかが明確ではない．つ

まり，自己選択バイアスを課題として残している．よって，
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縦断調査により近隣環境が社会活動参加の変化とどのよう

な関係にあるかを調べる必要がある． 

そこで本研究では，2 時点のパネルデータを用い，施設

密度の変化と高齢者の社会参加の変化との関係を分析する

ことで，近隣施設整備による高齢者の社会参加促進の可能

性とその限界を考察する．第2章では分析に用いるデータ

とモデルを説明する．第3章ではモデルの結果とその考察，

および社会活動参加が増加する確率を極大，または極小に

する施設密度に関して述べる．第4章では，研究の限界を

考察し，まとめることとする． 

 

2. 分析方法 

2-1. データ 

本研究は，日本老年学的評価研究 (Japan Gerontological 

Evaluation Study: JAGES)の 2010年および 2016年のパネル

データを用いた(1)．JAGES の 20 市町村の調査対象地の中

で，3大都市圏の一つであり，高い人口密度 (70人/ha)を有

する名古屋市を選定した．また，近隣地域として，JAGES

データの最も小さい地域単位である小学校区を用いる(2)．

図-1 は分析対象の名古屋市における 262 小学校区を表す． 

図-2のように，名古屋市における 6,737人のうち，居住

地の移転による効果を排除するために，2010 年から 2016

年までに，居住する小学校区に変更があったサンプル (449

人)は，分析サンプルから除いた．また，活動参加に関する

項目に欠損があるサンプル (2,407 人)も除いた．活動参加

以外の個人属性に欠損がある場合は，欠損値として分析に

含めた．分析に用いるデータは，3,881サンプルとなった．

1小学校区あたりのサンプル数は14.8であり，標準偏差は

6.9 である．サンプルの非均等性とデータの階層性を考慮

し，マルチレベルモデルを用いる． 

JAGESの調査対象は，要介護ではない 65歳以上の高齢

者である．調査対象者の男性割合は50.7(%)であり，年齢の

平均および標準偏差は71.1±4.66(歳)である．性別，年齢に

加えて，教育水準，年間収入，世帯構成，歩行機能，近所

付き合い，友人関係を個人属性とし，高齢者の社会活動の

変化と近隣環境の関係を確認するために，統制変数として

用いた． 

2-2. 近隣環境 

分析単位である小学校区別に推計した，施設密度，人口

密度，または高齢化率を，近隣環境を表す変数とする．表

-1は，名古屋市の小学校区において，推計された近隣環境

に関する変数の平均と標準偏差を表す．人口密度または高

齢化率は，2010年の国勢調査に基づき算出した． 

近隣の施設密度とその変化を求めるために，2010年と2016

年における緯度経度座標付き電話帳データベース「テレポ

イント Pack!」(株式会社ゼンリン)を用いた．施設は (1)余

暇施設 (図書館，映画館，趣味教室，カラオケ，スポーツ施

設，フィットネスクラブ，マージャンクラブ，公民館など)，

(2)飲食店 (カフェ，居酒屋，レストラン)，(3)医療・福祉施

設 (病院，高齢者福祉施設)，または (4)食料品店 (コンビニ， 

 
図-1. 分析対象の名古屋市における262小学校区 

 

 
図-2. 分析対象者の選定 

 

表-1. 近隣環境に関する変数 (𝑛=262) 

 Mean ± S.D. 

人口密度 (人/ha) 89.1 ± 33.6 

高齢化率 0.21 ± 0.04 

施設密度 (施設数/ha)  

    余暇施設 0.12 ± 0.13 

    飲食店 0.50 ± 0.72 

    医療・福祉施設 0.18 ± 0.16 

    食料品店 0.13 ± 0.11 

施設密度の変化 (施設数/ha)  

    余暇施設 -0.02 ± 0.03 

    飲食店 -0.11 ± 0.12 

    医療・福祉施設 0.00 ± 0.04 

    食料品店 -0.02 ± 0.04 
 

スーパーマーケットも含む)に分類した．これらの施設は，

高齢者の外出先または交流の場として利用される．公的な

余暇施設の数は，食料品店など他の分類より少ない．その

ため，民間の余暇施設も含めて，余暇施設とした．公的な

施設は全体の余暇施設の中で1割弱を占める． 

2-3. 社会活動への参加頻度とその変化 

本研究では，社会活動を特に，趣味クラブまたはスポー

ツグループへの参加とし，それぞれの活動について分析を

行った．質問紙では，「あなたは下記のような会・グループ

にどのくらいの頻度で参加していますか」という設問で，
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趣味関係のグループと，スポーツ関係のグループやクラブ

を含めた活動への参加についてそれぞれ尋ねた．質問紙で

は，参加頻度を 6スケール (週 4回以上，週 2-3 回，週 1

回，月1-3回，年に数回，参加していない)で答えてもらっ

たが，各分類に一定のサンプル数を確保するために，3 分

類 (週1回以上，月または年に数回，参加していない)に再

分類した(3)．この3つの分類に基づき，2010年と2016年に

おける地域 𝑗に居住する個人 𝑖の社会活動への参加頻度の

変化 ∆𝑦𝑖𝑗を次式のように定義する： 

∆𝑦𝑖𝑗 = {

3, if 𝑦𝑖𝑗[2016] − 𝑦𝑖𝑗[2010] > 0

2, if 𝑦𝑖𝑗[2016] − 𝑦𝑖𝑗[2010] = 0

1, if 𝑦𝑖𝑗[2016] − 𝑦𝑖𝑗[2010] < 0

 (1) 

ここで，𝑦𝑖𝑗[2010]は地域 𝑗に居住する個人 𝑖の2010年の参

加頻度であり，𝑦𝑖𝑗[2016]は地域 𝑗に居住する個人 𝑖の 2016

年の参加頻度である．以降，∆𝑦𝑖𝑗 = 3ならば「増加」，∆𝑦𝑖𝑗 =

2ならば「変化なし」，∆𝑦𝑖𝑗 = 1ならば「減少」と定義する． 

2-4. モデル 

本研究では，マルチレベル順序ロジスティック回帰を用

いる．モデルは式(2)のようになる． 

log
𝑝(∆𝑦𝑖𝑗 ≥ 𝑐|𝑋𝑝, 𝑍𝑞 , 𝑢𝑗)

𝑝(∆𝑦𝑖𝑗 < 𝑐|𝑋𝑝, 𝑍𝑞 , 𝑢𝑗)

= 𝛼𝑐 + ∑ 𝛽𝑝𝑋𝑝

𝑝

+ ∑ 𝛾𝑞𝑍𝑞

𝑞

+ 𝑢𝑗  
(2) 

ただし，𝑐 ∈ {1，2，3}である．ここで，𝛼𝑐は参加頻度の変

化に関する3分類のカテゴリ𝑐に対する切片であり，𝑢𝑗は地

域 𝑗に関する固定効果である．この固定効果により，観測

されていない，他の地域変数による影響をコントロールす

る．個人レベルの説明変数 𝑋𝑝と地域レベルの説明変数 𝑍𝑞

はそれぞれ式(3)と(4)のようになる．加えて，𝛽𝑝と𝛾𝑞はそれ

ぞれ𝑝個の個人レベルと𝑞個の地域レベルの説明変数に対す

る係数である． 

𝑋𝑝 = 𝑦𝑖𝑗[2010] + 𝐼𝑖𝑗 (3) 

𝑍𝑞 = 𝐷𝑗 + ∑ 𝐹𝑗𝑘 + ∆𝐹𝑗𝑘 + 𝐹𝑗𝑘∆𝐹𝑗𝑘

𝑘

 (4) 

𝐼𝑖𝑗は統制変数としてモデルに入れた2010年の性別，年齢，

教育水準，所得水準，世帯構成，歩行機能，近所付き合い，

友人関係であり，短期間では変化しにくい個人属性とする．

𝐷𝑗は2010年の人口密度，高齢化率の人口動態の地域変数で

ある．𝐹𝑗𝑘は地域 𝑗の 2010 年の時点での類型 𝑘の施設密度 

(施設数/ha)であり，∆𝐹𝑗𝑘は2016年までの変化量である．ま

た，𝐹𝑗𝑘∆𝐹𝑗𝑘はベースの施設密度と密度の変化量の交互作用

項である．交互作用項を含めることによって，活動参加と

施設密度の非線形的な関係を表現することができるように

なる．このモデルを用いて，近隣環境と活動参加の変化の

関係をオッズ比(𝑒𝛾𝑞)を用いて調べる．なお，ある施設密度

と活動参加の関係性を，地域間の人口密度や他の施設密度

の違いを考慮したうえで調べるために，全変数を投入する． 

モデルより，活動参加が増加する確率 𝑝(∆𝑦𝑖𝑗 = 3)を既

存の近隣施設の密度 𝐹𝑗𝑘とその変化 ∆𝐹𝑗𝑘の関数として扱

うことができる．ここで，∆𝑦𝑖𝑗は𝐹𝑗𝑘と∆𝐹𝑗𝑘の関数であること

を明示的に∆𝑦𝑖𝑗(𝐹𝑗𝑘 , ∆𝐹𝑗𝑘)と記す．このとき，この活動参加

が増加する確率 𝑝(∆𝑦𝑖𝑗 = 3)を極大にする近隣施設の密度 

𝐹𝑗𝑘は，𝑝(∆𝑦𝑖𝑗 = 3)の𝐹𝑗𝑘に関する限界効果： 

𝑀𝑎𝑟𝑔𝑖𝑛𝑎𝑙 𝑒𝑓𝑓𝑒𝑐𝑡 =
𝜕𝑝(∆𝑦𝑖𝑗(𝐹𝑗𝑘 , ∆𝐹𝑗𝑘) = 3)

𝜕𝐹𝑗𝑘
 (5) 

の値が 0となる𝐹𝑗𝑘
*として与えられる．この𝐹𝑗𝑘

*は極値をと

る値 𝐹𝑗𝑘̂を求めることで探索する． 

𝜕𝑝(∆𝑦𝑖𝑗(𝐹𝑗𝑘 , ∆𝐹𝑗𝑘) = 3)

𝜕𝐹𝑗𝑘
= 0, 

𝑤ℎ𝑒𝑟𝑒 𝐹𝑗𝑘 = 𝐹𝑗𝑘̂  (0 ≤ 𝐹𝑗𝑘̂ ≤ max 𝐹𝑗𝑘) 

(6) 

ただし，𝐹𝑗𝑘̂を解析的に求めることはできないため，数値計

算により求解した．以降，𝐹𝑗𝑘
*を高齢者の社会参加促進のた

めの施設密度の適正水準と定義する． 

 

3. 結果および考察 

3-1. 参加頻度の変化 

 表-2(a)は 2010年と 2016年の趣味クラブ，スポーツグル

ープへの参加頻度を表す．単純に両時点での参加頻度を比 

 

表-2. 趣味クラブおよびスポーツグループへの参加頻度とその変化 (𝑛 = 3,881) 

 (a) 時点別の参加頻度  (b) 2016年までの参加頻度の変化 

 2010年 2016年  増加 変化なし 減少 

趣味クラブ       

     週1回以上参加する 1,073 (27.6) 1,094 (28.2)  - 660 (17.0) 413 (10.6) 

     月 / 年に数回参加する 935 (24.1) 843 (21.7)  237 (6.1) 413 (10.6) 285 (7.3) 

     参加しない 1,873 (48.3) 1,944 (50.1)  383 (9.9) 1,490 (38.4) - 

     合計    620 (16.0) 2,563 (66.0) 698 (18.0) 

スポーツグループ       

     週1回以上参加する 1,002 (25.8) 1,129 (29.1)  - 756 (19.5) 246 (6.3) 

     月 / 年に数回参加する 399 (10.3) 482 (12.4)  108 (2.8) 176 (4.5) 115 (3.0) 

     参加しない 2,480 (63.9) 2,270 (58.5)  444 (11.4) 2,036 (52.5) - 

     合計    552 (14.2) 2,968 (76.4) 361 (9.3) 
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表-3. 趣味クラブおよびスポーツグループへの参加頻度の変化に対するオッズ比 [90% CI]の推定値 (𝑛 = 3,881) 

 (1) 趣味クラブ (2) スポーツグループ 

人口密度 a 0.94 (0.76–1.17) 0.83 (0.64–1.07) 

高齢化率 b 1.00 (0.99–1.01) 0.99 (0.97–1.01) 

施設密度   

      余暇施設 0.80 (0.69–0.93) * 0.76 (0.63–0.91) * 

      飲食店 1.05 (1.01–1.08) * 1.10 (1.05–1.14) * 

      医療・福祉施設 1.11 (1.02–1.20) * 0.94 (0.86–1.04) 

      食料品店 0.89 (0.76–1.03) 0.90 (0.76–1.08) 

施設密度の変化   

      余暇施設 0.69 (0.52–0.92) * 0.68 (0.48–0.96) * 

      飲食店 1.07 (0.98–1.16) 1.01 (0.91–1.12) 

      医療・福祉施設 1.00 (0.79–1.25) 0.70 (0.54–0.92) * 

      食料品店 0.95 (0.71–1.27) 1.34 (0.95–1.91) 

施設密度 × 施設密度の変化   

      余暇施設 1.03 (0.94–1.13) 1.01 (0.91–1.13) 

      飲食店 1.00 (1.00–1.00) 1.01 (1.00–1.01) 

      医療・福祉施設 1.08 (1.00–1.17) * 1.10 (1.00–1.20) * 

      食料品店 0.91 (0.77–1.08) 0.78 (0.64–0.96) * 

AIC 5972.836 4784.692 
aと b以外の変数に対する数値は0.1単位(数/ha)変化によるオッズ比である．a 100単位(人/ha)．b 1単位(%)．* 有意な変数． 

括弧内の値は90%信頼区間を示す． 
 

較すると，趣味クラブの場合，頻繁に参加する人 (週 1 回

以上参加)も，参加しない人も増えている (週 1 回以上参

加する：1,073人から 1,094人，参加しない：1,873人から

1,944 人)．一方，スポーツグループの場合，全般的に，参

加する人が増加していることが確認できる (週1回以上参

加する：1,002人から1,129人，月/年に数回参加する：399

人から482人)． 

 表-2(b)は 2010年の参加頻度別の参加頻度の変容である．

2010年と2016年において，趣味クラブへの参加頻度は620

人 (16.0 %)は増加し，2,563人 (66.0 %)は変化なし，698人

(18.0 %)は減少した．スポーツグループへの参加の場合，552

人 (14.2 %)は増加し，2,968人 (76.4 %)は変化なし，361人 

(9.3 %)は減少した． 

3-2. モデルの結果と考察 

表-3はモデルにより推計されたオッズ比を示す．人口密

度に対しては，1haあたり100人増加した時の結果であり，

高齢化率に対しては，高齢化率が 1%増加した時の結果で

ある．施設密度に関しては，10haあたり1施設多い，また

は増加した時の結果を示す． 

名古屋市のような大都市では，人口密度や高齢化率は，

高齢者の社会参加の変化とあまり関係がないことが示され

る．人が集中する都市部の場合，居住人口や高齢者の占め

る割合の地域間の違いは，高齢者の活動参加しやすさとは

関係がないことを意味する．つまり，人が少ないことより，

活動しにくくなることはあまりない． 

 既存の余暇施設の密度とその変化はともに，趣味クラブ

またはスポーツグループへの活動参加の増加に対して，負

の関係を示している (施設密度，密度の変化の順に，趣味

クラブ (オッズ比：0.80，0.69)，スポーツグループ (オッズ

比：0.76，0.68))．公民館などの公的な余暇施設は高齢者の

社会的交流の場として機能するが (牧野，今井，199916); 樋

野，石井，201417))，本研究で扱った余暇施設は，趣味教室

やフィットネスクラブ，マージャンクラブなどの民間施設

が多くを占める．つまり，民間の余暇施設は，多様なニー

ズに合う活動を提供しているものの，公的施設ほど交流が

容易でなく，むしろ妨げになる可能性を示唆する． 

一方，飲食店が多い地域では，趣味クラブとスポーツグ

ループの両方において，活動参加が増加する確率が高い 

(趣味クラブ (オッズ比：1.05)，スポーツグループ (オッズ

比：1.10))．高密度で開発が行われている都市部の場合，落

ち着いて会話できる場所が少ないが，カフェ，レストラン，

居酒屋などの飲食店はその機会を提供し，趣味クラブだけ

ではなく，スポーツグループへの参加を促進すると言える． 

しかし，こうした飲食店の増加は活動参加の増加とはあ

まり相関がない．つまり，飲食店は会話の場としては機能

するものの，新たな社会的な繋がりを形成する機能は有さ

ないため，飲食店の増加がさらなる社会活動への参加をも

たらさない可能性がある．よって，自治体が飲食店で社会

参加を促そうとするならば，飲食店運営者と連携した契機

づくりが必要になる 

 医療・福祉施設は，趣味クラブとスポーツグループで異

なる結果を示している．趣味クラブの場合，医療・福祉施

設がより多い場所では，高齢者の活動参加が増加しやすい 

(オッズ比：1.11)．また，医療・福祉施設が多い地域におい
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(1) 医療・福祉施設の密度 (2) 食料品店の密度 

図-3. 活動参加確率が極小値周辺の値をとる医療・福祉施設密度の地区(左) 

および極大値周辺の値をとる食料品店密度の地区(右) 

てさらに，密度が増加する場合，高齢者の趣味クラブへの

参加頻度が増加する傾向にある (オッズ比：1.08)．反面，

スポーツグループの場合，医療・福祉施設が増加する地域

では，高齢者の活動が減少しやすい (オッズ比：0.70)．一

方，医療・福祉施設が多く，さらにその施設が増加する地

域では，スポーツグループへの参加が増加しやすい (オッ

ズ比：1.10)．本研究における調査対象は要介護ではないに

も関わらず，医療・福祉施設の密度がスポーツグループへ

の参加と関係する理由として，以下が考えられる． 

身体機能が低下した高齢者が比較的少ない近隣地域では，

高齢者本人が，健康や介護予防のために趣味やスポーツの

グループ活動に参加することに対して負のイメージを持ち

やすく，また，近隣の目も気になって活動頻度が増加しに

くい．つまり，社会的スティグマが存在する可能性がある．

しかし，医療・福祉施設の増加により，身体機能が低下し

た高齢者の存在や社会活動参加が一般的なものになってい

くと，高齢者の健康意識が正の方向で機能する可能性があ

る．一方，医療・福祉施設の密度が低い地域では，活動参

加に対して負のイメージを持ちにくいため，社会的スティ

グマが存在する地域より活動頻度が増加しやすい．よって，

医療・福祉施設の密度が低い，または高い地域において，

活動参加の増加確率が高く，中密度の地域では増加確率が

比較的低い，U字曲線を描くこととなる． 

食料品店の場合，密度が高く，かつ減少していく地域，

または，密度が低く，かつ増加していく地域において，ス

ポーツグループへの参加が増加しやすい (オッズ比：0.78)．

つまり，高齢者の活動参加を考える際に，望ましい食料品

店の密度が存在する可能性を示唆する．食料品店の密度が

高いことは，日常生活での外出先までの平均距離が短いこ

とであり，このことは，会話や他の活動へ繋がる機会が少

ないことを意味する．反面，平均距離が長過ぎると，外出

への意欲が下がり，活動への参加も減少しやすい． 

活動参加の増加確率の極値が存在したのは，交互作用項

が有意だった医療・福祉施設と食料品店のみだった．それ

ぞれ活動参加確率の極値を推計したところ，前者は約 0.18 

(施設数/ha)で極小値を取り，後者は約 0.22 (施設数/ha)で極

大値を取った．図-3は名古屋市において，社会活動参加が

増加する確率に対する限界効果が0に近い，つまり，医療・

福祉施設と食料品店の密度が極値周辺の値をとる小学校区

(黒色部分)を表す．いずれの施設類型とも，名古屋駅から

2km以上離れた地域に極値が存在する． 

4. おわりに 

本研究では，近隣施設の密度と高齢者の社会活動参加頻

度の変化の関係性を分析した．その結果，自己選択バイア

スを考慮したパネルデータを用いた分析により，いくつか

の種類の都市施設の密度は，高齢者の社会活動参加の多寡

だけではなく，社会活動参加の増減とも関係していること

が示された．つまり，都市部において，都市施設の立地誘

導は高齢者の社会活動参加を促進するための一つの策にな

り得る． 

また，特に食料品店の場合，一定水準までは，より近い

方が良い反面，近過ぎると社会参加が少なくなることを確

認した．高齢社会において，自治体または居住者が日常的

な買い物をしやすい近隣環境を考える際には，食料品店ま

での近接性だけではなく，社会参加に繋がる可能性も考慮

する必要があると思われる．例えば，買い物弱者対策とし

て宅配や移動販売に加えて，買い物に伴う交流にも目を向

ける必要がある． 

一方，本研究にはいくつかの課題がある．本研究におい

て類型別の施設密度を用いて分析したが，各施設の規模や

魅力などは考慮されていない．都市施設整備を考える際に
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は，施設数だけではなく施設規模も重要な基準であり，施

設種別ごとに検討する必要がある． 

加えて，本研究では地域の分析単位を小学校区としてい

るが，施設種類によってはその影響範囲が複数の小学校区

にまたがる可能性がある．つまり，近隣をどのような規模

で定義するかでその影響が異なる可能性がある．よって，

近隣施設の影響範囲を考慮した分析も必要である． 

また，施設配置を計画する際に，施設の数だけではなく，

施設の位置も定めなければならない．つまり，施設を分散

させて整備するか，数箇所に集中させるかも検討する必要

がある．都市施設の集積度や施設間の隣接性と，高齢者の

社会活動参加との関係も今後の課題とする． 

＜補注＞ 

(1) 日本老年学的評価研究(JAGES)は 2010年の調査から 3年間隔で全国 31

市町村の高齢者を対象とする調査をし，2016年には41市町村から約18万

人を調査した．調査対象は，65 歳以上の高齢者のうち，要介護者ではない

人である．抽出は市町村単位で行われ，無作為抽出により抽出した者に調査

票が配布された．また，異なる調査年度で個人は紐づけられ，パネルデータ

である．詳細はKondo(2016)より確認できる 18)． 

(2) 高齢者の生活圏は500m以内の徒歩圏と各種交通手段を用いた広範な圏

域によって構成される（西野，大森，201419））．つまり，生活圏は徒歩圏で

ある小学校区レベルとより広範な中学校区以上の二層と見なすことができ

る．本研究では，自宅から徒歩圏内の近隣と活動参加の関係を調べるために，

小学校区を用いた． 

(3) 詳しくは，週4回以上，週2-3回，週1回を「週1回以上」，月1-3回，

年に数回を「月または年に数回」，参加していないは「参加していない」に

再分類した．この分類は，それぞれ高頻度の参加，低頻度の参加，参加なし

の段階を表し，高頻度の参加間の変化よりは，低頻度や参加なしからの変化

を評価するために用いられた． 
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